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To clarify the marketing status of antimicrobial products, descriptions on the labels of commercially available an-
timicrobial products were investigated from 1991 through 2005, and the results were analyzed using a database system on
antimicrobial deodorant agents. A classiˆcation table of household antimicrobial products was prepared and revised,
based on which target products were reviewed for any changes in the product type. The number of antimicrobial
products markedly increased over 3 years starting from 1996, among which there were many products apparently not
requiring antimicrobial processing. More recently, in the 2002 and 2004 surveys, while sales of kitchenware and daily
necessities decreased, chemical products, baby articles, and articles for pets increased; this poses new problems. To clari-
fy the use of antimicrobial agents in the target products, a 3-step (large, intermediate, small) classiˆcation table of an-
timicrobial agents was also prepared, based on which antimicrobial agents indicated on the product labels were checked.
The rate of identifying the agents increased. However, this is because of the increase of chemical products and baby arti-
cles, both of which more frequently indicated the ingredient agents on the labels, and the decrease of kitchenware and
daily necessities, which less frequently indicated them on the labels. Therefore there has been little change in the actual
identiˆcation rate. The agents used are characterized by product types: quaternary ammonium salts, metal salts, and or-
ganic antimicrobials are commonly used in textiles, plastics, and chemical products, respectively. Since the use of natural
organic agents has recently increased, the safety of these agents should be evaluated.

Key words―antimicrobial products; market research; classiˆcation table of products; classiˆcation table of an-
timicrobial agents; investigation on commercially available products; database system on antimicrobial deodorant a-
gents

緒 言

日本人の清潔志向の高まりにより，様々な抗菌製

品が出回ってきている．しかし，抗菌製品による健

康被害事例も報告1―6)されており，その安全性に関

しては十分に検証されていないのが現状である．そ

こで，われわれは使用の増大が予想され，今後安全

性が問題になってくるものとして抗菌製品に着目し，

1991 年度から「抗菌防臭加工剤の安全性評価に関

する研究」を開始した．7)さらに，消費者団体や

NPO 団からは清潔志向商品への不安が提言され8)，

2003 年から 3 年間で厚生労働科学研究「抗菌加工

製品における安全性評価及び情報の伝達に関する研

究」（主任研究者：鹿庭正昭）が実施された．研究

の一環として，抗菌製品の市販実態を把握するため

に，1991 年度から 2005 年度まで，市販製品の表示

内容調査を継続して行い，作成した「抗菌防臭デー

タベース」に蓄積して評価・解析を行ってき

た．9―11)まず，調査製品を分類するために家庭用抗

菌製品分類表（製品分類）の作成・改訂を行い，分

類表に基づいて調査製品を集計して抗菌製品の種

類・数の推移を観察した．次に，製品に使用されて

いる抗菌剤の使用実態を明らかにするため 3 段階
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（大・中・細）の抗菌薬剤分類表（薬剤分類）を作

成した．その分類表に従って，製品に表示されてい

る使用薬剤を製品別に分類した．今回，15 年間の

調査結果を，新たに改訂した分類表で評価・解析し

た．それらの結果を報告する．

方 法

1. 調査対象製品 抗菌防臭，除菌，消臭，衛

生，防カビ，防虫，防ダニ加工などと表示されてい

る家庭用抗菌製品を対象に，表示の店頭調査を実施

した．抗菌防臭剤そのものを製品としたもの，例え

ばスプレー式の消臭剤や除菌剤なども対象とした．

薬事法に規定された医薬品，医薬部外品，化粧品，

及び食品衛生法に規定された食品，添加物は調査対

象外としたが，それらの法律に規定されない歯ブラ

シ，ふきん，たわしなどの雑貨や，衛生材料は対象

とした．

2. 調査方法 調査は 1991 年度から 2005 年度

までの 15 年間継続して行った．

調査店舗は，あらかじめ定めた同一店舗（系列の

異なる大手スーパー 3 店舗，A 店，B 店，C 店）で

の定点調査を中心に行った．その調査方法は，各年

度いずれも A 店，B 店，C 店の順に調査を行い，A

店で調査した商品は，B 店で販売していても調査対

象としなかった．同様に A 店と B 店で調査した商

品は，C 店での調査対象としなかった．6 年間

（1995, 1999, 2000, 2001, 2003, 2005 年度）は，定点

調査を行わなかった．

色違い，サイズ違い等の類似製品は 1 つの製品と

した．年度毎の製品の種類は重複しないように集計

した．しかし，経年変化をみるために調査年度の異

なる場合には同一製品も重複して集計した．

3. 調査結果の評価・解析

3-1. 抗菌製品分類表 調査製品を集計するた

めに，本調査用の製品分類表（家庭用抗菌製品分類

表）の作成・改訂を行ってきた．分類表は，大分類

（Division），中分類（Major group），小分類（Group）

と 3 段階に分類した．

3-2. 抗菌薬剤分類表 抗菌製品に使用されて

いる薬剤は多く，使用実態を把握するためには，調

査製品に表示されている薬剤を分類するための分類

表が必要である．そこで，無機系薬剤（Inorganic

agents），有機系薬剤（Organic agents），天然有機

系薬剤（Natural ingredients）と 3 つの大分類，さ

らに中分類，細分類と 3 段階に分類した本調査用の

抗菌薬剤分類表を作成した．

3-3. 調査結果のデータベース化 調査結果を

評価・解析するため，1) 市場調査データベース，

2) 分析調査データベース，3) 製品データベース

（製品開発メーカーからの詳細な情報，加工ブラン

ド名や毒性情報等），4) 薬剤データベース（薬剤

メーカーからの詳細な情報，薬剤ブランド名や毒性

情報等），5) 文献調査データベースからなる「抗菌

防臭データベースシステム」を構築し，12)そこに各

調査結果や収集した情報を蓄積してきた．本調査結

果は，製品に表示してある情報（商品名，製造者，

販売者，主組成，組成表示，ブランド名，SEK 番

号，使用薬剤等）や製品分類，薬剤分類等の項目を

パーソナルコンピュータに入力し，1) 市場調査

データベースに蓄積した．そして，単独に若しくは

他のデータベース（薬剤データベース等）とリンク

させ評価・解析を行った．

結果及び考察

1. 抗菌製品分類表 本調査の対象となる製品

の種類は多く，調査製品を分類し集計するためには

製品分類表が必要となる．現在，わが国の製品を対

象とする分類基準としては，1990 年に総務庁が監

修した「日本標準商品分類（以下，「商品分類」と

略す）｣13)がある．これは粗原料から製品まで，ま

た業務用の大型設備機器から家庭用の台所用品など

の小物までといった日本国内で流通しているあらゆ

る商品を分類するためのものである．7 段階の分類

系列からなり，まず 10 の大分類があり，ついで 97

の中分類に下位分類され，さらに次々と細分化され

る大規模な分類基準である．そのため，その分類を

そのまま適用すると分類が細分化され過ぎて，われ

われの調査製品の分類基準としては適さなかった．

そこで，「商品分類」に準拠しつつ一部を修正して，

調査製品に対応した 3 段階の分類からなる「家庭用

抗菌製品分類表（以下，「製品分類」と略す）」を作

成・改訂してきた．現在の「製品分類」は 12 の大

分類，83 の中分類，392 の小分類からなっている．

この分類表の概略を Table 1 に示す．また，分類表

の詳細は，別掲「資料」の Table 1（英語版）と

Table 2（日本語版）に示した．
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Table 1. Classiˆcation Table of Household Antimicrobial Products (Outline)

Division (12) Major Group (83) Group (examples)(392)

Clothes Outwears, Underwear, Night clothes, Socks, Hat,

Gloves, Intermediate garments, Sanitary clothes,

etc.

Trainers, Trousers, Sweaters, Undershirts, Pants
（Shorts), Pajamas, Socks, Panty hose, White shirts,

Sanitary briefs, Underpants for incontinence, etc.
Chemical products Detergent and cleaner, Antimicrobial agent, Steriliz-

er, Fungicide, Deodorant and aromatic substances,

Insecticide, Paints and thinner, Wax, etc.

Deodorizer spray, Insect repellant pack, Kitchen

sheet, Wet tissues, Paper sheet for toilet seat, House

cleaner, Dishwashing detergent, Laundry soap,

Spray for air conditioner, etc.
Furniture Furniture Sofa, Tables, Sitting chairs, Storage box, etc.

Bedding Futon, Blankets, Sheet/cover, Pillows, Bed pads,

etc.

Sleeping pad, Quilt, Blankets, Futon sheet, Bed

sheet, Underlay pad, Quilt covers, Blanket covers,

Pillowcases, Bed pads, etc.
Interior Floor mat, Other ‰oor mats, Interior decoration,

Cushion, etc.

Rug and carpet, Straw mat and ‰oor mat, Mat, Slip

stopper, Curtain, Table cover, Cushion, etc.

Kitchenware Preparation utensils, Tableware, Small articles on

the table, Food storage utensils, Dish towel, etc.

Chopping-boards, Ladle, Bamboo baskets, Rice-

spoons, Kitchen knife, Tumblers, Spoon and fork,
etc., Chopsticks, Trays, Cruets and vessels for

seasoning, Lunch boxes, Food case, Rice-chests,

Dish towel, etc.

Electric appliances Air conditioning apparatus, Kitchen utensils, Clean-
ing tools, Air cleaner, etc.

Electric carpets, Air conditioner, Kotatsu, Electric
fan, Dishwasher/Dishdryer, Refrigerators, Micro-

wave ovens, Rice cookers, Washing machine, Vacu-

um cleaner, Air cleaner, etc.

Electric appliance-
related products

Paper bag for vacuum cleaner, Sanitary goods,
Filter for air conditioner, etc.

Paper bag for vacuum cleaner, Filter for air con-
ditioner, Filter for air cleaner, Replaceable shaver

blade, Replaceable toothbrush, etc.

Daily necessities Cleaning goods, Toilet utensil, Bags for putting

away, Stationery, Sanitary pad, etc.

Toilet bowl brush, Buckets, Brush for scrubbing a

bath tub, Lavatory seat cover, Lavatory lid, Gar-
ment bags, Fingerstall, Sanitary napkins, Diaper for

seniors, etc.

Baby articles Sanitary clothes, Underwear, Chemical products,

etc.

Diaper cover, Fabric diaper, Baby's socks, Wet tis-

sue for wiping the hips, Detergent for baby's
clothes, etc.

Footwear Shoes, Accessories for footwear, etc. Men's shoes, Women's shoes, Insole, Pad, etc.

Articles for pets Articles for pets, Chemical products for pets Shampoo for pets, Paper diapar, Sand absorbing

discharges for cat, Discharges absorbing sheets,
Deodorant for pets, etc.

867No. 5

調査対象となった製品の多くは，「商品分類」の

「大分類 8―生活・文化用品」（19 の中分類）に該当

する．以下に，「製品分類」の大分類毎に，「商品分

類」と比較対照しながら分類法について述べる．

1-1. 衣服 これは，「商品分類」の「大分類 8

―生活・文化用品」の中にある「中分類 78―衣服

（履物及び身の回り品を除く）」にほぼ該当する．

「商品分類」の衣服は外衣，下着，寝衣（和装を除

く），和服，靴下，足袋，帽子，手袋（ゴム製を除

く），その他の衣服の 9 種に分類され，さらに素材

や形状，用途などに応じて細かく下位分類されてい

る．ワイシャツや開襟シャツなどは，「商品分類」

では外衣の下位分類として扱われているが，分類表

では外衣から独立させ，中衣として中分類項目とし

た．ほかに，生理用ショーツや失禁パンツなどの特

殊な下着も衛生衣服として中分類に加えた．また，

ハンカチーフなどは「商品分類」では「中分類 79

―身の回り品」として扱われているが，この分類に

該当する調査製品はハンカチーフのみであるので，

「製品分類」では「大分類―衣服」の中分類項とし

て身の回り品を扱うことにした．

ところで，「商品分類」では乳児用や幼児用の衣
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服も「中分類 78」の系列で扱われているが，生後

24 ヵ月以下の乳幼児用の繊維製品（おむつカバー，

下着，寝衣，手袋，靴下，中衣，外衣，寝具，床敷

物）には「有害物質を含有する家庭用品の規制に関

する法律（以下，家庭用品規制法）」の適用がある．

それゆえ，「製品分類」では独自に大分類に「乳幼

児用品」を設け，家庭用品規制法の適用を受ける乳

幼児用品に限らず，乳児や幼児への使用が想定され

る調査製品を分類した．

以上のことから，中分類を外衣，下着，寝衣，靴

下，帽子，被服用手袋，中衣，衛生衣服，身の回り

品の 9 項目にした．

1-2. 化学製品 これは，「商品分類」の「中

分類 88―化粧品，歯みがき，石けん，家庭用合成

洗剤及び家庭用化学製品」に該当するものである．

製品数が多いのもこれに分類される製品である．こ

れらの製品は，抗菌・除菌・防カビ・防臭・消臭・

芳香・防虫・防虫等と併記されている製品が多かっ

た．そこで，これら製品を中分類するときに優先順

位を付けた．まず，調査した洗剤・洗浄剤は，すべ

て抗菌・除菌などと併記されていた製品である．そ

こで，洗剤・洗浄剤を中分類の優先順位 1 位にし

た．つまり，洗剤・洗浄剤は，抗菌・除菌などと併

記されていてもすべて洗剤・洗浄剤に分類した．そ

の次に，抗菌剤，除菌剤，防カビ剤，防臭・消臭・

芳香剤，防虫剤，殺菌・殺虫剤の順に順位付けた．

それに，塗料・シンナー，ワックス，その他の 3 項

目を加えた 10 項目とした．

1-3. 家具 これは，「商品分類」の「大分類 8」

の中の「中分類 83―家具」に相当する．現在まで

のところ調査製品の種類と件数が少ないため中分類

は設けていない．

1-4. 寝具 これは，「商品分類」の「大分類 8」

の中の「中分類 82―家庭用繊維製品」のうち，下

位分類の寝具とこたつふとんに該当するものが主で

ある．他に，「大分類 8」には含まれていない中間

製品である布団わたと，「中分類 83」で分類されて

いるマットレス（運動用を除く）を加えた．ただし，

乳幼児用の寝具については，先に述べた理由からこ

こでは対象としない．以上のことから，中分類とし

て，布団，こたつ布団，毛布，タオルケット，シー

ツ・カバー（タオルシーツや枕カバーを含む），枕，

ベッドパッド，マットレス，布団わたの 9 つに分類

した．

1-5. インテリア これは，「商品分類」の

「中分類 82」の下位項目である床敷物やクッショ

ン，カーテン，テーブル掛け，バスマットを対象と

する．中分類は，床敷物，その他の床敷物，室内装

飾，クッションの 4 つとした．

1-6. 台所用品 これは，「中分類 77―台所用

品及び食卓用品（銀器，銀めっき品及び類似金属品

を除く）」に該当するもので，その下位分類である

調理用具，飲食器，食卓器具，食料貯蔵器具，調理

器具を中分類とした．食卓用ナイフ・フォークや箸

などは「商品分類」では別個の分類項目として扱わ

れているが，本分類表では飲食器に含め，同様に包

丁は調理用具に含めた．また，ガスコンロ等の家庭

用調理機器は「商品分類」の「中分類 84―冷暖房

用，食品調理用器具及び装置並びに衛生設備用品」

に分類されているが，「製品分類」では台所用品に

含め，調理器具として分類した．なお，ふきんはタ

オルやバスタオルと同じく「中分類 82」の中で分

類されているが，飲食器に対して使用されることの

多いふきんはタオルと区別し，台所用品に含めた．

また，台所用品はその種類が非常に多いため上記以

外の台所用品をその他とした．以上のことから，中

分類は調理用具，飲食器，食卓器具，食料貯蔵器

具，調理器具，ふきん，その他の 7 項目とした．

1-7. 電気製品 これは，「商品分類」の「大

分類 6―その他の機器」に含まれるもので，中分類

は，冷暖房器具，台所器具，清掃器具，加湿・除湿

器，空気清浄機，トイレ器具，理美容器具，その他

の 8 項目に分類した．

1-8. 電気製品関連用品 これには，電気掃除

機で使用される紙パックのような消耗品や，パソコ

ンやビデオ機器の付属品が含まれる．掃除機用紙パ

ック，エアコン用フィルター，OA 用品，AV 用

品，衛生材料の 5 つの中分類とした．

1-9. 日用雑貨品 いわゆる日用雑貨品は，

「商品分類」の「大分類 8」のいずれかの下位分類

に含まれているが，「製品分類」では「日用雑貨品」

としてまとめ，中分類を清掃用品，風呂用品，トイ

レ用品，衛生材料，収納袋，タオル，作業用手袋，

袋物，ゴミ袋，文房具，化粧小物，衛生用パッド，

洗濯用ネット，おもちゃ，その他の 15 項目とした．

1-10. 乳幼児用品 これは，先に述べた理由
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Table 2. Classiˆcation Table of Antimicrobial Agents (Outline)

Large Intermediate (46) Small (397)

Inorganics Metal salt, etc. Silver, Zinc compound, Zeomic, etc.

Organics Biguanide 1-1′-(Hexamethylene bis [5-(4-chlorophenyl) biguanide] digluconate, etc.

Quarternary ammonium salt N-Alkyl-N,N-dimethyl-N-benzylammonium chloride, etc.

Carbanilide, etc. 3, 4, 4′-Trichlorocarbanilide, etc.

Natural organics Carbohydrate b-1, 4-Poly-D-glucosamine, Chitin ˆber, etc.

Tropolone 4-Isopropyl-2-hydroxy-cyclohepta-2, 4, 6-triene-1-one, Ceder leaf oil, etc.

Ester Mono glyceride undecylenate, Glycerol laurate, etc.

Other natural substances, etc. Green tea catechin, Mustard extract, etc.

869No. 5

から設けた大分類項目であり，家庭用品規制法の対

象となる製品に限らず，いわゆる乳幼児への使用が

想定される乳幼児衣服とその他の乳幼児用品であ

る．中分類は，衛生衣服，下着，外衣，中衣，化学

製品，寝具，トイレ用品，乳幼児用小物，乳幼児用

タオル，おもちゃ，の 10 分類とした．なお，家庭

用品規制法で指定されている 9 種類の製品について

は，中分類と小分類のいずれかの項目に該当するよ

うにしているが，床敷物についてはこれまで対象製

品がない．そのため，いまだ分類項目としては設け

ていない．

1-11. 履物 これは，「商品分類」の「大分類

8」の中の「中分類 80―履物」に該当する製品に中

敷などを加え，靴，スリッパ，履物付属品の 3 つの

中分類とした．

1-12. ペット用品 ペット用品は，「商品分類」

の「中分類 85―その他の住生活用品」の中の「鳥

獣用品（家畜・家きん用品を除く）」に該当する．

今後の増加が予想され，またヒト用の製品と区別す

るために大分類として扱うことにした．中分類は，

ペット用品とペット用化学製品の 2 つに分類した．

2. 抗菌薬剤分類表 市販製品に使用されてい

る抗菌剤の使用実態を把握し，評価・解析するに

は，調査製品に表示の抗菌剤を分類する必要があ

る．そこで，薬剤を分類するために，抗菌薬剤分類

表を作成した（「薬剤分類」と略す）．繊維製品に関

しては，繊維評価技術協議会が安全性等の自主基準

を設定しており，基準に適合した製品には使用薬剤

を表示することになっている．協議会は，薬剤分類

法として「抗菌防臭並びに制菌加工剤分類一覧

表｣14,15)を作成している．そこで，その分類を基

に，調査製品の抗菌剤を無機系薬剤（ Inorganic

agents），有機系薬剤（Organic agents），天然有機

系薬剤（Natural ingredients）と 3 つに大分類し，

さらに中分類，細分類と 3 段階に分類した．次に，

化学製品などに使用されている薬剤は，防菌防黴学

会刊行の「防菌防黴学事典｣16)に従って薬剤を分類

した．さらに，既分類表にない物質は追加し，新た

に「抗菌薬剤分類表（薬剤分類）」を作成した．現

在の分類表は，3 つの大分類（Large group），46 の

中 分 類 （ Intermediate group ）， 397 の 細 分 類

（Small group）に分類されている．この分類表の概

略を Table 2 に示す．分類表の詳細は，別掲「資料」

の Table 3（英語版）と Table 4（日本語版）に示

した．

3. 抗菌製品の推移と現状 前述したように，

本調査は限られた 3 店舗での調査が主であり，全国

規模の調査ではないが，抗菌製品の市販実態をある

程度は反映していると考える．また，経年的に同一

店舗で調査をしているので，抗菌製品の推移も推測

できると思われる．この 15 年間の中で 9 年間はあ

らかじめ定めた同一店舗での定点調査を行った．6

年間は定点調査を行わなかったが，この 15 年間の

調査製品数はのべ 5177 品になった．Table 3 に 15

年間の調査製品数を「製品分類」の大分類別，年度

別に集計した結果を示した．また，定点調査を行っ

た店舗を表の下に示す．2002 年度と 2004 年度は，

調査票に記入する以外にも，対象商品をデジタルカ

メラで撮影し，後日詳細情報をパーソナルコンピ

ュータに入力した．

衣服に分類した製品は，定点調査を行わず，市販

製品を購入してその表示を調査した．したがって衣
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Table 3. Yearly Changes of Antimicrobial Products Classiˆed according to the Division

Division 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 Total

Clothes 65 9 25 27 35 26 33 19 15 17 15 154 36 249 0 725

Chemical
products

39 19 26 53 0 108 175 214 0 0 0 259 0 322 0 1215

Furniture 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 2 0 0 0 4

Bedding 29 16 35 27 0 38 25 97 0 0 0 66 3 60 0 396

Interior 21 16 24 13 0 26 26 86 0 0 0 31 0 44 0 287
Kitchenware 7 2 9 5 0 31 102 246 0 0 0 49 0 65 0 516

Electric applian-
ces

2 5 7 13 0 17 51 90 0 0 0 44 0 80 0 309

Electric applian-
ce-related
products

1 16 4 8 0 13 24 50 0 0 0 12 0 21 0 149

Daily necessities 53 25 30 56 0 81 173 345 0 0 0 172 3 237 0 1175

Baby articles 1 0 6 4 1 2 13 15 2 7 7 30 14 26 9 137

Footwear 8 4 8 9 0 3 25 46 0 0 0 41 2 48 0 194

Articles for pets 0 0 0 4 0 1 7 1 0 0 0 24 0 33 0 70

Total 226 112 174 219 36 346 655 1210 17 24 22 884 58 1185 9 5177

Stores surveyed

A store A store A store A store A store A store A store A store

B store B store B store B store B store B store B store B store B store

C store C store C store C store C store C store C store
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服に分類される製品は製品数の推移を反映していな

い．しかし，2002 年度及び 2004 年度の 2 年間は，

衣服も他の製品と同様に，A, B2 店舗での定点調査

を行った．その数からも衣服に分類される抗菌製品

は多いことが分かる．抗菌製品の始まりは繊維製品

からであり，繊維製品衛生加工協議会（SEK）によ

る安全性や抗菌評価法に関する自主基準の設定も衣

服から始まったように日常に定着した製品である．

なお，繊維製品衛生加工協議会（SEK）は繊維製品

新機能評価協議会（JAFET）となり，現在は繊維

評価技術協議会と JAFET が統合し，繊維評価技術

協議会（SEK マーク）となって安全性や評価法に

関する自主基準を設定している．

1996 年度に勃発した病原性大腸菌 O-157 の感染

事故の影響で抗菌製品が激増してきた．本調査で

も，衣服を除いた調査製品数が 1996 年度には 320

製品と種類が増加し，その後も 1997 年度に 622 製

品，1998 年度には 1191 製品と，抗菌製品の種類は

激増していった（Table 3）．この 3 年間の増加は 3

店舗ともに同様の傾向であった．特に，日用雑貨

品，台所用品，化学製品，電気製品，寝具，インテ

リアの種類は多く，増加もしていた．履物，電気製

品関連製品も増加の割合が大きかった．

現状を把握するため，1996 年度からの 3 年間と

最近（2002 年度及び 2004 年度）の調査製品数を比

較した．最近の調査では，日用雑貨品，寝具，イン

テリア，電機製品関連はやや減少し，特に台所用品

の減少が目立つ．これらの製品は，大腸菌 O-157

の大流行後に激増したが，時間の経過とともに，不

必要な加工が減少してきたものと考えられる．反対

に化学製品は益々増加し，数は少ないものの乳幼児

用品，ペット用品の増加が目立つ．

化学製品では，洗剤・洗浄剤，抗菌剤，除菌剤，

防臭・消臭・芳香剤に中分類される製品が 93％

（1130/1215）と大部分である．化学物質・薬品を用

いて清潔にしようという傾向がみられる．化学製品

は，使用されている抗菌剤（化学物質）による直接

高濃度暴露の危険性も高く，これら製品の安全性に

関しては特に配慮する必要がある．製品の安全性評

価とともに，安易な化学製品の使用に歯止めを掛け

る必要があると考える．

次に，乳幼児製品の増加も問題があると考える．

皮膚バリアーが未完成で感受性の高い乳幼児が使用

する製品に，安易に抗菌剤を使用するのは安全性に

問題がある．乳幼児は製品を直接口に含むことも多

く，経口暴露の可能性もある．繊維評価技術協議会
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Table 4. Agent Identiˆcation Rates by Year and by Product Type (according to the Small Classiˆcation)

Division 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 Total Proved
rate

Clothes 65(26) 9( 3) 25( 8) 27( 5) 35(12) 26( 6) 33( 11) 19( 2) 15(6) 17(2) 15(2) 154( 31) 36(16) 249( 57) 0(0) 725( 187) 25.8％

Chemical products 39(18) 19(11) 26( 4) 53(18) 0( 0) 108( 67) 175(104) 214(110) 0(0) 0(0) 0(0) 259(172) 0( 0) 322(242) 0(0) 1215( 746) 61.4％

Furniture 0( 0) 0( 0) 0( 0) 0( 0) 0( 0) 0( 0) 1( 0) 1( 0) 0(0) 0(0) 0(0) 2( 1) 0( 0) 0( 0) 0(0) 4( 1) 25.0％

Bedding 29( 4) 16( 0) 35( 5) 27( 5) 0( 0) 38( 5) 25( 4) 97( 12) 0(0) 0(0) 0(0) 66( 11) 3( 1) 60( 14) 0(0) 396( 61) 15.4％

Interior 21( 0) 16( 0) 24( 0) 13( 0) 0( 0) 26( 1) 26( 4) 86( 6) 0(0) 0(0) 0(0) 31( 9) 0( 0) 44( 16) 0(0) 287( 36) 12.5％

Kitchenware 7( 1) 2( 1) 9( 1) 5( 1) 0( 0) 31( 6) 102( 21) 246( 25) 0(0) 0(0) 0(0) 49( 7) 0( 0) 65( 13) 0(0) 516( 76) 14.7％

Electric appliances 2( 0) 5( 0) 7( 0) 13( 0) 0( 0) 17( 0) 51( 4) 90( 2) 0(0) 0(0) 0(0) 44( 9) 0( 0) 80( 28) 0(0) 309( 43) 13.9％

Electric appliance-related
products

1( 1) 16(14) 4( 3) 8( 5) 0( 0) 13( 8) 24( 10) 50( 9) 0(0) 0(0) 0(0) 12( 7) 0( 0) 21( 15) 0(0) 149( 72) 48.3％

Daily necessities 53(19) 25( 7) 30( 6) 56(12) 0( 0) 81( 21) 173( 37) 345( 60) 0(0) 0(0) 0(0) 172( 28) 3( 2) 237( 51) 0(0) 1175( 243) 20.7％

Baby articles 1( 1) 0( 0) 6( 0) 4( 1) 1( 1) 2( 2) 13( 3) 15( 1) 2(1) 7(6) 7(5) 30( 22) 14(12) 26( 23) 9(1) 137( 79) 57.7％

Footwear 8( 7) 4( 1) 8( 3) 9( 4) 0( 0) 3( 0) 25( 5) 46( 12) 0(0) 0(0) 0(0) 41( 7) 2( 2) 48( 9) 0(0) 194( 50) 25.8％

Articles for pets 0( 0) 0( 0) 0( 0) 4( 0) 0( 0) 1( 0) 7( 0) 1( 0) 0(0) 0(0) 0(0) 24( 5) 0( 0) 33( 8) 0(0) 70( 13) 18.6％

Yearly total 226(77) 112(37) 174(30) 219(51) 36(13) 346(116) 655(203) 1210(239) 17(7) 24(8) 22(7) 884(309) 58(33) 1185(476) 9(1) 5177(1607)

Yearly proved rate 34.1％ 33.0％ 17.2％ 23.3％ 36.1％ 33.5％ 31.0％ 19.8％ 41.2％ 33.3％ 31.8％ 35.0％ 56.9％ 40.2％ 11.1％ 31.0％ 31.0％

( )；number of products for which processing agents were identiˆed.
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（SEK マーク）は，乳幼児製品や口に入る可能性の

ある製品には抗菌加工を行わないことを安全性に関

する申し合わせ事項としている．SEK マーク表示

のある乳幼児用繊維製品は現在までみられないが，

マークのない乳幼児用製品が増加している．さら

に，衛生衣服，下着だけでなく，小物，化学製品な

どが増加しているため，乳幼児が様々な製品から暴

露されることが多くなってくると思われる．したが

って，乳幼児製品にも何らかの歯止めが必要だと考

える．

ペット用品の増加も今後注目すべきことと考え

る．例えば，室内で飼っているペットの臭いを防ぐ

ために抗菌剤を使用すれば，ペットだけでなくヒト

へも暴露し健康被害の可能性も考えられる．これも

安易な化学製品の使用であり，注意書き等による消

費者への啓発が必要だと思われる．

4. 製品表示による使用抗菌剤の判明割合 製

品の表示から使用されている抗菌剤がどの程度判明

するかを，15 年間の調査から算出した．まず，使

用薬剤を表示してある製品（使用薬剤名表示製品）

の数を集計したところ，「薬剤分類」の細分類薬剤

まで表示があったのは全 5177 製品中の 1368 製品

（26.4％）であった．中分類まで表示があったのは，

1810 製品（35％）であり，大分類までの表示製品

でも 1874 製品（36.2％）であった．

加工薬剤は製品に表示してあるブランド名

（Brand name）から推定できる場合がある．ブラン

ド名とは，各メーカーが加工薬剤（薬剤ブランド）

や，加工方法（加工ブランド）に付けた商標名

（Trade name）である．例えば無機系抗菌剤（金属

系）のバクテキラーは薬剤ブランド名であり，その

薬剤を使用した加工ブランド名として，リブフレッ

シュ A やリブフレシュ N 等がある．ブランド名表

示製品の使用薬剤を知るために，参考資料17―21)や

企業のホームページの情報から加工薬剤を推定し

た．代表的なブランド名と推定できた薬剤名を別掲

「資料」の Table 5 に示した．薬剤ブランドと加工

ブランドの区別はせず，各製品に表示されたブラン

ド名を示した．ブランド名表示製品は衣服，寝具，

インテリア製品に分類した繊維製品が多く，総計

1216 製品（23.5％）あり，ブランド名表示製品

1216 製品のうち 597 製品（49％）が「薬剤分類」

の細分類まで，948 製品（78％）が中分類まで，

976 製品（80.3％）が大分類まで推定できた．

次に，薬剤名表示製品又はブランド名から薬剤が

推定できた製品総数（使用薬剤判明製品数）を集計

した．さらに，これらの製品を「製品分類」の大分

類別に集計し，薬剤の判明割合を算出した．調査し

た全 5177 製品中「薬剤分類」の細分類薬剤まで判

明した製品は 1607 製品（31％）であった（Table 4）．

表中の（ ）内に示す数値が薬剤の判明した製品数

であり，大分類別の使用薬剤判明割合も合わせて示

した．同様に，中分類薬剤まで判明した製品は

2277 製品（44％）で，大分類薬剤まで判明した製

品は 2357 製品（45.5％）であった．全製品につい

ては，細分類薬剤までの判明割合が，過去（1996―

1998 年）より現在（2002, 2004 年）の方が 40％前

後と上昇している．しかし，これは薬剤表示割合の

高い化学製品や乳幼児用品が増加し，表示割合の低

い台所用品や日用雑貨品の製品数が減ってきている
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ためである．例えば衣服の細分類薬剤に関しては，

現在（2002, 2004 年の集計）でも 21.8％（88/403）

といまだ判明割合が少ない．つまり，薬剤表示の状

況はほとんど進捗していないと考えられる．

前述したように，繊維製品の安全性に関しては，

繊維評価技術協議会が自主基準を設定しており，基

準に適合した製品には SEK マークを表示すること

を許可している．2002 年度及び 2004 年度の調査集

計から，SEK マーク表示製品の割合は，ほとんど

が繊維製品である衣服でも 51.9％（209/403）であ

り，寝具は 33.3％（42/126），インテリア製品では

22.7％（17/75）しかなかった．繊維評価技術協議

会等の自主規制の団体に未加入の会社も多く，いま

だ安全性に対する取り組みが進んでいない会社も多

いものと考えられる．

台所用品など，食品衛生法に規定されている器

具・容器の原材料の材質別規格や着色料等の溶出試

験は定められている．しかし，器具・容器に防カビ

剤などで加工した場合の，加工薬剤に対する規制は

実質的になく，表示義務もない．したがって，表示

法も含めて，これら製品の加工薬剤の安全性をチェ

ックするための監視体制を設ける必要があると考え

られる．

5. 製品種類別の使用薬剤 製品の種類によっ

て使用薬剤は特徴があり，判明割合も異なってい

た．そこで，2005 年度までの 15 年間に調査した製

品表示の使用抗菌剤を製品別に集計した．代表的な

製品の使用薬剤（「薬剤分類」の細分類）を，別掲

「資料」の Table 6 から Table 9 に示した．

5-1. 衣服 衣服への抗菌加工は日常に定着し

ている．別掲「資料」の Table 6 に調査製品数の多

かった◯下着，◯靴下及び◯寝衣の使用薬剤を示し

た．衣服に限らず繊維製品には，有機系の第 4 級ア

ンモニウム塩と無機系抗菌剤が汎用されていたが，

最近は天然系抗菌剤のキトサンやヒノキチオール使

用製品が増加してきている．付け加えると，われわ

れは，ヒノキチオールと表示した製品には，ヒノキ

チオール加工ではなくほとんどの製品がヒバ油加工

であることを報告した．22―24)しかし，現在でもヒ

ノキチオールと表示した製品は多い．前述したよう

に，繊維評価技術協議会は SEK マーク表示認定製

品には使用薬剤を表示することになっており，協議

会は，細分類までの薬剤分類表を作成してい

る．14,15)しかし，ほとんどの市販製品には中分類ま

での薬剤しか表示されていなかった．したがって，

衣服の細分類薬剤までの判明率（25.8％）が，中分

類薬剤までの判明率（55.6％）と比べて低かった．

今後，協議会としても細分類の薬剤まで表示すべき

だと考える．

5-2. 化学製品 調査製品数も判明数も多いの

が化学製品である．2002 年度と 2004 年度に調査し

た化学製品の中で，細分類までの薬剤を表示した製

品の割合は 71.3％（414/581）であったが，化学製

品は使用薬剤表示の義務付けも必要と考えられる．

1-2 項で前述したように，表示から製品を分類する

際に，洗剤・洗浄剤，抗菌剤，除菌剤，防カビ剤，

防臭・消臭・芳香剤，防虫剤の順に優先順位を付け

た．優先順位 1 位の洗剤・洗浄剤は全化学製品の中

で 58.6％（420/725）と製品数が多く，界面活性剤

や，酸・アルカリ使用が多かった．◯抗菌剤，◯除

菌剤，◯防カビ剤，◯防臭・消臭・芳香剤，◯防虫

剤の使用薬剤を，別掲「資料」の Table 7 に示した．

抗菌剤には有機系薬剤（ピレスロイド系，イミダ

ゾール系等）が多く，天然有機系も多かった．除菌

剤には有機系薬剤，特にアルコール類のエチルアル

コールが多く，塩化ベンザルコニウムの使用も多

い．最近は，天然有機系薬剤の添加も多くなってい

る．防カビ剤は防虫剤との併用が多く，有機系薬剤

の防虫剤（ピレスロイド系，パラジクロロベンゼン

等）を使用してある製品が多かった．イミダゾール

系のチアベンダゾールの使用も多かった．防臭・消

臭・芳香剤は，有機系及び天然有機系薬剤の使用が

多く，有機系では界面活性剤とエチルアルコールが

多かった．天然有機系薬剤の使用が増加してきてい

る．防虫剤の製品数は 52 と少ないが，これは優先

順位が低いためで，実際に防虫と表示されていた製

品は 149 製品あった．有機系薬剤が多く，やはりピ

レスロイド系のエンペントリンやフェノトリン及び

パラジクロロベンゼン等の防虫剤が使用されてお

り，表示割合も高かった．

5-3. 寝具 寝具は，同じ繊維製品である衣服

と比べて薬剤判明割合は低いが，使用薬剤は有機系

の第 4 級アンモニウム塩使用製品が多かった．天然

有機系薬剤もキトサンやヒノキチオールを使用した

製品が多かった．

5-4. インテリア インテリア製品としては床
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敷物類の製品数が多い．使用薬剤は，無機系抗菌剤

が多かったが，最近は天然有機系，特にキトサンの

使用が増加している．

5-5. 台所用品 別掲「資料」の Table 8 に，

製品数の多い◯調理用具と◯食料貯蔵器具，直接口

に触れる◯飲食器の使用薬剤を示した．これらの製

品には無機系抗菌剤，特にゼオライトの使用が多い．

5-6. 電機製品 製品数の多い冷暖房器具の

カーペット類に天然有機系特にキトサンの使用が増

加していた．

5-7. 電機製品関連 製品数の多い掃除機用紙

パックの使用薬剤は有機系薬剤が多いが，無機系及

び天然有機系薬剤の使用が増加してきている．

5-8. 日用雑貨品 日用雑貨品の製品数は多い

が，薬剤判明割合は低かった．清掃用品，風呂用

品，トイレ用品などのプラスチック製品には無機系

薬剤が，衛生材料，収納袋，衛生用パッドなどの繊

維製品には有機系の第 4 アンモニウム塩の使用が多

い．収納袋は防虫加工してある製品が多かった．

5-9. 乳幼児用品 最近になって急増してきて

いる乳幼児用品の◯下着，◯寝具，◯小物，◯化学

製品への使用薬剤を別掲「資料」の Table 9 に示し

た．これらの繊維製品には安全な天然系有機系薬剤

キトサンやヒノキチオールを使用したと表示してあ

る製品が多い．しかし，SEK の申し合わせ事項に

あるように，乳幼児用製品には抗菌加工を施すべき

ではない．また，近年増加している化学製品には有

機系薬剤，特に界面活性剤の使用が多く，乳幼児用

の対策をしているとは考えられない．

5-10. 履物 靴や中敷きなどの履物付属製品

には，無機系や有機系の第 4 アンモニウム塩が多く

使用されていた．

5-11. ペット用品 ペット用品には天然有機

系薬剤使用製品が多いが，薬剤判明割合は 13/70

(18.6％）と低く，これら用品の加工薬剤も明瞭に

表示する必要がある．

結 語

抗菌製品の市販実態を把握するために，1991 年

度から 2005 年度の 15 年間に亘り市販抗菌製品の表

示内容の調査を行った．「家庭用抗菌製品分類表」

を作成し，その分類表に基づいて調査製品を集計し

た．抗菌製品の種類は，1996 年から 3 年間の間に

激増したが，現在は製品の種類としては減少してき

ている．しかし，化学製品，乳幼児用品，ペット用

品などの増加がみられ，安全性に関しては，新たな

問題点が浮上してきていた．

次に，「抗菌薬剤分類表」を作成し，分類表に従

って，製品表示の使用抗菌剤を集計した．表示薬剤

の判明率は上昇していたが，それは，薬剤表示の割

合の高い化学製品や乳幼児用品が増加し，表示割合

の低い台所用品などが減少してきているためであ

り，薬剤表示実態はほとんど変化がなかった．製品

の種類により，使用薬剤は特徴があり，繊維製品は

第 4 級アンモニウム塩が，プラスチック類は金属系

抗菌剤が，化学製品は有機系抗菌剤が汎用されてい

た．最近は天然有機系薬剤の使用が増加しており，

これら薬剤の安全性評価が必要と思われた．

謝辞 ｢抗菌防臭データベースシステム」の作

成に御協力頂いた国立医薬品食品衛生研究所の伊佐

間和郎主任研究官及び五十嵐良明室長に感謝致しま

す．

本研究は，平成 14―16 年度厚生労働科学研究

（化学物質リスク研究事業）「家庭用品における製品

表示と理解度の関連及び誤使用・被害事故との関連

の検証に関する研究」及び平成 15―17 年度厚生労

働科学研究（化学物質リスク研究事業）「抗菌加工

製品における安全性評価及び製品情報の伝達に関す

る研究」による研究助成を受けた．
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〈資料〉Table 1. Classiˆcation Table of Household Antimicrobial Products
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〈資料〉Table 2. Classiˆcation Table of Household Antimicrobial Products (Japanese Version)
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〈資料〉Table 3. Classiˆcation Table of Antimicrobial Agents (1)
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〈資料〉Table 3. Classiˆcation Table of Antimicrobial Agents (2)
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〈資料〉Table 3. Classiˆcation Table of Antimicrobial Agents (3)
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〈資料〉Table 4. Classiˆcation Table of Antimicrobial Agents (Japanese Version) (1)
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〈資料〉Table 4. Classiˆcation Table of Antimicrobial Agents (Japanese Version) (2)
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〈資料〉Table 4. Classiˆcation Table of Antimicrobial Agents (Japanese Version) (3)
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〈資料〉Table 5. Agents Deduced from the Brand Names
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〈資料〉Table 6. Antimicrobial Agents Used in Clothes
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〈資料〉Table 7. Antimicrobial Agents Used in Chemical Products
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〈資料〉Table 8. Antimicrobial Agents Used in Kitchenware

〈資料〉Table 9. Antimicrobial Agents Used in Baby Articles
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